


























Analytical Perspectives on the Internet and Political Change : Implications 
from the Arab Spring
YAMAMOTO Tatsuya
Abstract　Though many positive opinions about the role of the Internet in regard 
to the political changes in the Middle East have been reported in the media, some 




role of the Internet.  There are differences in opinions even among researchers， 
and this is a topic about which further research developments are expected.
　 By taking these circumstances into consideration, this paper will sammarize the 
main arguments concerning the role of the Internet in the political changes in the 
Middle East and will present key points for analysis in order to develop the 
research.  This will make it possible to gain insight into the question of why the 
opinions of the researchers are not necessarily in agreement about this subject.
　 The analyzing points that this paper suggests are the following three points.  
First, we need to understand that there are two main viewpoints regarding the role 
of the Internet; the view of the cyber-utopians and that of the peer progressives.  
Second, when analyzing using quantitative data, data such as the number of 
Internet users and the dif fusion rate must not be simply used.  After a 
categorization referring to the “netizen” concept is done, it may be necessary to 
collect data by conducting a new social survey depending on the situation.  And 
third, upon constructing an analyzing model, a more effective analysis can be done 
by approaching it from a complex system outlook, rather than by basing it on an 
outlook of reductionism.








































契機となっている。The Department of Commerce of the United States, “Falling Through 
the Net: A Survey of the “Have Nots” in Rural and Urban America,” 〈http://www.ntia.doc.
gov/ntiahome/fallingthru.html〉, 1995; The Department of Commerce of the United States, 
“Falling Through the Net; Defining the Digital Divide,” 〈http://www.nita.doc.gov/
ntiahome/fttn99/contents.html〉, 1999.






以下の文献を参照されたい。Leslie D. Simon, Javier Corrales and Donald R. Wolfens-























5 初期の研究としては、たとえば、以下の文献がある。Peter Ferdinand, ed., The Internet, 
Democracy and Democratization, Frank Cass Publishers, 2000; Juliann E. Allison（ed.）, 
Technology, Development, and Democracy: International Conflict and Cooperation in the 
Information Age, State University of New York Press, 2002; Shanthi Kalathil and Taylor C. 
Boas, Open Networks, Closed Regimes: the Impact on the Internet on Authoritarian Rule, 
Brookings Institution Press, 2003.





を集めた。代表的な文献として以下を参照されたい。Duncan J. Watts, Six Degrees: the 
Science of a Connected Age, W. W. Norton, 2004（辻竜平・友知正樹訳『スモールワールド・
ネットワーク：世界を知るための新科学的思考法』阪急コミュニケーションズ、2004年）; 
Albert-Laszlo Barabasi, Linked: How Everything is Connected to Everything Else and What it 
Means for Business, Science, and Everyday Life, Plume, 2003（青木薫訳『新ネットワーク思
考：世界のしくみを読み解く』NHK出版、2002年）; Mark Buchanan, Nexus: Small Worlds 



























8 複雑系の体系的な解説としては、以下の文献が参考になる。Melanie Mitchell, 







10 代表的な論争としては、グラッドウェル（Malcolm Gladwell）とシャーキー（Clay 
Shirky）によるものがある。Malcolm Gladwell and Clay Shirky, “From Innovation to 



































になる。“Inside the Egyptian Revolution” 〈http://www.ted.com/talks/wael_ghonim_
inside_the_egyptian_revolution.html〉. その後、同名で当時の回顧録を出版している。
Wael Ghonim, Revolution 2.0: The Power of the People is Greater than the People in Power, 
































































図1：Centralized, Decentralized and Distributed Networks






























14 代表的な論考としては、前述のグラッドウェルのものがある。Malcolm Gladwell, “Small 
Change: Why the Revolution Will Not Be Tweeted,” The New Yorker, October 4, 2010.
15 たとえば、以下の論文でも議論の構築は、サイバー・ユートピア論者への反論といっ
た色彩が強いものとなっている。Gadi Wolfsfeld, Elad Segev, and Tamir Sheafer, “The 
Social Media and the Arab Spring: Politics Comes First,” The International Journal of Press/
































16 Ibid., pp. 124―125. 

















































































































































26 創発については、以下の文献を参照されたい。Steven Johnson, Emergence: The 
Connected Lives of Ants, Brains, Cities, and Software, Sribner, 2001（山形浩生訳『創発：蟻・
脳・都市・ソフトウェアの自己組織化ネットワーク』ソフトバンクパブリッシング、
2004年）.
27 Gadi Wolfsfeld, Elad Segev, and Tamir Sheafer, op. cit., 2013, pp. 119―120.
28 Ibid., pp. 119―120.
29 Ibid., p. 120.
― 133―
（83）
　しかし、山火事が起きるためには、原因となる「火」が必ず必要になる。火
がなければどんなに強風が吹いても、山火事は起こらない。ウォルスフェルド
らの見解は、この時の「火」は当該国の政治状況なのであって、ソーシャルメ
ディアは関係ないという立場である。
　この時、何を「火」と捉えるかという認識の違いによって異なる立場が生ま
れよう。エジプトで民衆蜂起が起こった直接的原因は、政治的不満であって、
問題はそれがいつどのように爆発するのかという問題であった。政治的不満が
なければ、民衆蜂起も起きないのであって、ソーシャルメディアの普及によっ
て民主的意識が刺激され、民衆蜂起へとつながったわけではない。その意味で
は、「火」は政治的不満なのであって、ソーシャルメディアではない。
　ただ、ここでは、もう少し具体的に、今回の「山火事」の発火点を探ってみ
たい。ソーシャルメディア上で政治的不満を表明する人々は2011年よりも以
前から続いていた。エジプト政府としては、そうした政権への不満がサイバー
スペース内部にとどまる限りにおいてはそれほど強い姿勢で取り締まらないも
のの、それがリアルスペースでの運動となる場合は力で対処するという方針で
あった。
　ソーシャルメディアと政治を考える際の、重要な論点はこのエジプト政府の
対応にあるように思われる。つまり、バーチャル世界とリアル世界との明確な
区分と両者の意味合いへの理解である。バーチャル世界でどれほど活発な議論
が起ころうとも、ほとんどの場合それはリアル世界を生きる人々にとっては影
響を及ぼさない。日本の「2ちゃんねる」掲示板では、日々活発な投稿や議論
が行われているが、ほとんどのケースはバーチャルな世界で完結する。同様に、
ツイッターやフェイスブックで、どれだけ議論を行ったとしても、それがバー
チャルな世界で閉じている限り、リアル世界での影響力は極めて限定的である。
　エジプトの場合、2011年1月25日の警官の日に行われたデモとその週の金
曜日に行われたデモが、山火事の「火種」となったが、その火種はどのように
して「発火」したのかというプロセスを追っておくことは、エジプト騒乱の理
解にとって有益な作業となるだろう。この分析にあたっては、複雑系の分析手
法と過去の知見を参照する必要がある。
　2011年1月25日、若者たちを中心としたデモがリアルスペースであるタハ
リール広場で起こった。広場に集まった人々の多くは、フェイスブックやツ
イッターでデモの情報に接していた。昔からフェイスブックを利用していた人
もいれば、隣国チュニジアでの「ジャスミン革命」のニュースを聞きつけてフェ
イスブックをはじめたばかりの人もいただろう。ゴネイムの説明によれば、ソー
シャルメディア内部での活動にとどまっていた人々が、実際に街頭に出てきた
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のは「恐怖の心理的な壁」を乗り越えたからだという。ゴネイムは、この壁を
取り払うためのツールとしてソーシャルメディアが大きな役割を果たしたと指
摘する。
　一般的にインターネットは、2つの側面から利用者をエンパワー（empower）
すると考えられてきた。第1の側面とは、これまで入手不可能であった情報を
手に入れることによるエンパワーメントであり、第2の側面とは、一個人では
ほとんど不可能であった情報の発信手段を手に入れることによるエンパワーメ
ントである。
　政府によるインターネット・コントロール政策は、こうしたエンパワーメン
トの芽を摘み取る形で実施されてきた。不都合な情報が掲載されているサイト
をブロックしたり、誰が、いつ、どこから、どのようなインターネット利用を
したのかを把握する検閲やモニタリングの機能を組み込むことで民衆の動きを
封じ込めようとしてきた。もちろん、民衆の側は、様々な手段を用いることで
政府によるインターネット・コントロールを迂回しようと攻防を繰り広げてき
たが、構造的に見て政府の側が圧倒的に有利な状況にあった。
　ところが、ソーシャルメディアという最近になってインターネット上に登場
したサービスに伴って、第3の側面によるエンパワーメントが新たに出現する
ようになった。人々の間の「弱いネットワーク」の構築と、思考と感情の「同
期化」によるエンパワーメントである。この新しいサービスとそれに伴って発
現するようになった新たなエンパワーメントの形は、初期のインターネットに
対するコントロールに比べ、政府側の対応を困難にしている。この見方は、ピ
ア進歩主義者的でもある。インターネットの役割を評価する理由が、インター
ネットを使ったという行為そのものではなく、ピアネットワークの構築に適し
たツールだったことに由来するためである。
　エジプトの場合は、政治状況に対する不満という本来の意味での「火種」は
あったため、いつかは「発火」し、山火事になっていたことだろう。このプロ
セスにソーシャルメディアはそれほど重要でないかもしれない。しかし、「なぜ、
あのタイミングで発火したのか」という2011年に起きた「タハリールⅠ」の
説明を行うにあたってはソーシャルメディアの果たした役割を考慮に入れる必
要がある。ソーシャルメディアは発火の原因とはなっていないが、発火の過程
で重要な役割を果たしている。
　「火」のアナロジーでたとえるならば、火種となるマッチに火をつけるため
の「横薬」（マッチ箱の側面についている摩擦を起こすための部分）に相当す
るのがソーシャルメディアだと捉えることはできまいか。マッチの頭は、横薬
にこすりつけなくても一定の温度以上になると自然発火する。しかし、それで
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はいつ発火するかコントロールすることはほぼ不可能である。発火するか否か、
そして発火した一本のマッチが山火事にまで発展するような一本になるか否か
は不明だが、ソーシャルメディアは横薬のような形で、マッチの点火を助ける。
　ただし、一度火がついて、ある程度の大きさになったならば、そこから先は
ソーシャルメディアの影響は限定的なものにとどまる。拡散の過程では、マス
メディアである衛星放送の方が効果的であろう。
　街頭に出て行くということは、治安当局によって逮捕・監禁される可能性を
伴う。相当強い高揚感がないと、サイバースペースを飛び出してリアルスペー
スに繰り出すという行動に出ることはできないだろう。インターネットという
メディアは、よくも悪くもこの種の高揚感に結びつきやすい。2011年1月25
日に、実際に街頭に飛び出していった人々が共有していた思考や感情は、「一
人で入り込むタイプのメディア」であるインターネットを媒介としていたこと
で醸成されたのではないだろうか。同種の共感は、テレビというメディアでは
受けにくい。
　いずれにせよ、この問題に取り組むにあたっては、合理的な選択をするミク
ロの集合体がマクロを説明するという還元論的世界観に基づいたモデルではな
く、マクロはミクロの総和以上であるという複雑系の世界観からのモデルを構
築して分析を進めるというアプローチが求められているといえよう。
5．暫定的な結論
　こうして考えてみると、中東政治変動におけるインターネットの役割という
テーマで研究を発展させていくための課題は多い。特に数理モデルを使っての
研究は筆者の能力を超えているため、独力でこの問題を解明することは難しい。
　中でも、複雑系の一事例としての中東政治変動の研究という点では、今はま
だ準備段階にあるに過ぎない。問題は、この研究が複数の研究分野をまたがる
事例であるという点にある。複雑系の研究者は、必ずしも中東地域研究の知見
を有しているわけではないし、政治学者が複雑系の科学に精通しているわけで
もない。
　この状況を踏まえた上で、本稿の提案は以下の3つである。第1に、インター
ネットの役割を見る視点には主にサイバー・ユートピア論者的視点とピア進歩
主義者的視点の2つがあることを理解する必要があるということ。第2に、数
量的なデータを用いた分析を行うに際して、インターネットユーザー数や普及
率といったデータを単純に用いるのではなく、情報智民概念を援用した分類を
行った上で、場合によっては新たに社会調査を行ってデータを収集するという
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試みも必要であるということ。第3に、分析のためのモデルを構築するにあたっ
ては、還元論的な世界観に基づいたものではなく、複雑系の世界観からアプロー
チする方が効果的な分析となる可能性が高いこと、の3点である。
　一連の中東政治変動は、多くの非民主主義体制の国家にとってソーシャルメ
ディア時代のインターネット・コントロールという新たな問題を突きつけてい
る。その中で、ソーシャルメディアそのものは、「火種」ではないが、「発火」
のプロセスにおいて重要な触媒（マッチ箱の横薬）としての役割を果たす可能
性があるし、「発火」した後で大火事になる可能性を高めるような存在である
と考えられる。
　中国をはじめ、インターネット・コントロールに熱心な国は、様々な手段を
用いてインターネットによる政治的基盤の浸食に対処してきた。ソーシャルメ
ディア以前は、概ねうまくいっていたし、むしろ圧倒的に政府の側に有利な構
造があった。しかし、ソーシャルメディア時代になると、政府側の対策コスト
は人的にも金額的にもふくれあがることになる。
　他方、スノーデン（Edward J. Snowden）の暴露が大きな議論を巻き起こし
たように、社会の情報化が進めば進むほど、国家による監視は楽になるかもし
れない。今のところ、処理するデータが多すぎて政府の側が収集した情報を完
全には活かし切れていないようであるが、コンピュータの性能や分析する側の
解析ソフトの著しい向上により、政府の側に完全な形でのコントロールをもた
らす可能性は常にある。
　中東の事例は、こうした関連する研究領域の要素を多分に含んだものであり、
それゆえに中東政治変動におけるインターネットの役割という研究の進展は、
インターネットをめぐる政治学の発展に大きな役割を果たし得ると言えるだろ
う。
〔付記〕本稿は科学研究費補助金（若手研究Ｂ：課題番号25780105）による研
究成果の一部である。
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